様式第１号
経　営　開　始　計　画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
南風原町長　城間俊安　宛
住　所：南風原町字兼城　６８６　　　　　　　　　
[申請者]　氏　名：　産業　太郎　　　　㊞　　　　　　　　　　
電話番号：　８８９－４４３０　　　　　　　　　　　　
（生年月日：１９８０年４月１日：３３歳）
　南風原町青年就農給付金給付規則第３の３の規定に基づき経営開始計画の承認を申請します。
１　農業を始めようと思った理由
	　学生時代に農業でアルバイトを経験し、農業への強い関心を持っていたが、非農家だったため就農を断念し就職した。しかし農業への思いを断ち切れず、退職し農業大学で1年間研修した。　　農業での自立経営を考えるようになり、幸いにも農地を正式に確保することができ、今後は学校で学んだ栽培技術を実践で活かしていく。施設導入も積極的に行い、一日でも早く経営を安定させ、ゆくゆくは認定農業者や地域の中心的な農業経営者として、活躍していきたい。



２　経営に係る計画
	経営開始時期
	平成24年4月
	

	就農形態
	■新たに経営を開始
□親元就農　　□経営を継承（□全体を継承　□一部を継承）
　　　　　　　　継承する経営での従事期間　　年　　ヶ月
　　　　　　　□新たな部門を設立

	経営内容＊
	作目：　ヘチマ　　　　　　２０　ａ
作目：　カボチャ　　　　　４０　ａ
（その他：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	所得目標＊
	４５０万円／年　
	経営面積＊
	６０ａ（合計）

	家族労働力
	氏名
	年齢・続柄等
	年間農業従事日数

	
	産業　花子
	　３０・妻
	２００日

	
	産業　振幸
	　６２・父
	１５０日

	
	
	　
	

	
	
	
	

	雇用労働力
	期間雇用１（人／日）　　　
	


＊農業経営を開始して５年後の目標を記入
３　「人・農地プラン」への位置付け
	集落又は地域名等
	〇〇地区
	□位置付けられている　■位置付けられる見込み


４　将来の経営ビジョン（生産物の販売方法などを記載）
	生産物の約７割を農協出荷し、残りの３割を直売所やインターネット販売を予定している。
露地栽培から施設栽培に移行し沖縄特有の気候や天候に左右されない栽培に取り組みたい。
経営面積を〇〇ａに規模拡大すると共に、パート等の雇用を活用し、ゆとりある農業経営を行いたい。等々



５　①給付対象期間（経営開始型は最長５年間）　②今年度給付期間
	　　年　　月　～　　　　年　　月
	
	　　年　　月　～　　　年３月


６　過去の農業教育・研修等の経験
　①研修先の名称等
	名　称
	沖縄県立農業大学校
	所在地
	〇〇市字〇〇　〇〇番地

	専　攻・
営農部門
	園芸科（野菜コース）
	研修期間
	平成22年4月～平成23年3月


　②研修内容等
	農作物の栽培に係る知識や技術を得るための講習（農薬・肥料・土壌診断の基礎知識等）や、〇〇及び〇〇等についての実習を経て、栽培研修を行った。


　③準備型給付期間
	　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日


　　
７　その他
	生活費の確保を目的とした国による他の事業の給付
	□給付されている
■給付されていない



添付書類　　　　　　　　　　　　　　　　
添付１：収支計画
添付２：履歴書
添付３：経営を開始した時期を証明する書類（農地等の経営資産の取得時期が分かる書類等）
添付４：経営を継承する場合は、従事していた期間が５年以内である事を証明する書類（過去の経歴を証明する書類（就業証明書、卒業証明書、住民票（遠隔地に住んでいた場合）の写しなど）
添付５：農地及び主要な農業機械・施設の一覧及び契約書等の写し
添付６：通帳の写し
· ２及び６の①及び②の内容について、青年等の就農促進のための資金を貸し付け等に関する特別措置法に基づく就農計画に記載しており、当該計画が都道府県知事から認定を受けている場合は、就農計画を添付することで２及び６の①及び②の記載を省略できる。
記入例





出来るだけ詳しく記入してください。


就農の意欲に関する部分で重要な内容です。


・就農するきっかけ　・農業に対する思い


・農業を営んでいく上での心構え　など


別紙での提出も可





平成２１年４月以降であること





別添1収支計画書を基に５年後の所得目標を記入・平成２４年度以前に経営開始した方は５年目の所得目標を記入





５年目の目標を記入





出来るだけ詳しく記入して下さい。・農業の６次産業化・複合化・新しい農業への取組み・農業で生計を立てるにはどうすればいいか・・等々





町が記入します





６①②過去に農業教育や農業研修を受けた方は記入してください。





生活保護や求職者支援制度など、生活費の確保を目的とした事業の給付








